
（Ⅰ）物価高騰対策分
新 ①地域とつながる商品券事業[第9弾] 8億8,500万円
新 ②水道基本料金(６ヵ月分)の減免 3億6,600万円
新 ③物価高対応子育て応援手当の支給 1億7,100万円

 ◆ 一般会計補正予算額 １４億２，２００万円

 ◆ 企業会計補正予算額 １億８，３００万円

【歳入予算】

補正予算額

12億0,184万円
2億2,016万円

14億2,200万円
【歳出予算】

補正予算額

320万円
380万円

14億1,500万円
14億2,200万円

令和7年度12月補正予算（追加）の概要

【累計 274億 5,996万円】

（　　　：新規施策分）

14億2,200万円（累計04億4,564万円）

【累計 569億 5,588万円】

合 計

区 分 備 考

区 分 備 考

国 庫 支 出 金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、
物価高対応子育て応援手当支給事業費(事務費)補助金

繰 入 金 財政調整基金

人 件 費 時間外勤務手当　など

合 計

物 件 費 システム改修委託料、通信運搬費　など

補 助 費 等 地域とつながる商品券事業補助金、水道事業会計負担金、
物価高対応子育て応援手当

3．一般会計補正予算の内訳

1．主 な 事 業

2．予 算 規 模

1．主 な 事 業

2．予 算 規 模

新



（Ⅰ）物価高騰対策分

1 新 地域とつながる商品券事業(商工観光課)

物価高騰の影響を踏まえ、幅広く市民生活と事業者の下支えを行うため、プレミアム付

商品券[第9弾]を発行するもの。

実施主体 宇和島市地域とつながる商品券事業実行委員会
（宇和島市、宇和島商工会議所、吉田三間商工会、津島町商工会、郵便局）

プレミアム率 50％
発行冊数 17万冊（25億5,000万円、うちプレミアム分8億5,000万円）
販売単位 １冊１万円（1枚1,000円×15枚）　※１人当たり３冊まで

応援券５枚 … 大手スーパー・ドラッグストア・ホームセンター・
家電量販店を除く取扱店で使用可能

共通券10枚… すべての取扱店で使用可能

購入対象者 市民（希望者）
販売期間 令和８年４月中旬～８月31日（予定）
利用期間 令和８年４月中旬～10月31日（予定）
商品券販売所 市内郵便局（30局）他（予定）　
消費喚起額 25億5,000万円
財源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を充当

2 新 水道料金減免事業（上下水道局）

物価高騰の影響を受けている生活者や事業者の負担軽減を図るため、水道料金の

基本料金（6ヵ月分）を減免するもの。

対象者 本市上下水道局と給水契約を結ぶ水道使用者（約35,000件）
※官公庁及び本市区域外の水道使用者は除く

対象期間 令和８年１月～６月請求分
減免額

①家庭用 01,573円×6ヵ月分＝009,438円 (32,000件）
②業務用 02,750円×6ヵ月分＝016,500円 (2,900件）
③工業用 51,700円×6ヵ月分＝310,200円 (49件）
④浴場用 16,060円×6ヵ月分＝096,360円 (1件）

申請等 申請手続き不要（基本料金を減免し、超過料金のみ請求）
財源 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を充当

【 主要な事業について 】

885,000千円
SDGs区分：

366,000千円
SDGs区分：

新 ：新規施策分



3 新 物価高対応子育て応援手当事業(こども家庭課)

物価高の影響を受ける子育て世帯におけるこどもたちの健やかな成長を応援するため、

物価高対応子育て応援手当を支給するもの。

支給対象

児童手当支給対象児童(令和７年９月30日時点)を養育する保護者等
※対象児童には令和７年10月１日以降令和８年３月31日までに生まれる

新生児も含む

申請等

①高校生年代までの児童手当支給対象児童

申請不要（希望しない場合は届出書を返送）

②令和７年10月１日以降令和８年３月31日までに生まれる新生児の保護者、
　公務員等

申請必要

支給額 こども1人当たり２万円
支給時期 令和８年３月下旬支給開始予定(準備出来次第、速やかに開始)
財源 国庫支出金(10/10)

【  一般会計その他  】

　○繰越明許費の設定

　　　（追加）

　　　物価高対応子育て応援手当事業
　　　水道料金減免事業(水道事業会計負担金)
　　　地域とつながる商品券事業

183,000千円
885,000千円

171,000千円

171,000千円
SDGs区分：



12月追加

補正額

(A) (B) (C)=(A)-(B)

一般会計 1,422,000 56,955,880 48,539,844 8,416,036

国民健康保険特別会計(事業勘定) 0 9,234,035 9,684,848 △ 450,813

国民健康保険特別会計(直営診療施設勘定) 0 198,790 194,505 4,285

後期高齢者医療特別会計 0 2,697,210 2,585,645 111,565

介護保険特別会計(保険事業勘定) 0 10,856,719 11,002,650 △ 145,931

介護保険特別会計(介護サービス事業勘定) 0 60,913 62,910 △ 1,997

財産区管理会特別会計 0 14,768 13,224 1,544

土地取得事業特別会計 0 76,660 137,529 △ 60,869

小　計 0 23,139,095 23,681,311 △ 542,216

下水道事業会計　　　　　　　　(収益) 0 1,046,788 1,086,555 △ 39,767

　　　　　　　　　　　　　　　(資本) 0 1,269,139 1,016,438 252,701

病院事業会計　　　　　　　　　(収益) 0 18,281,063 18,492,826 △ 211,763

　　　　　　　　　　　　　　　(資本) 0 2,069,449 4,809,384 △ 2,739,935

介護老人保健施設事業会計　 　（収益） 0 883,123 837,896 45,227

　　　　　　　　　　　　　　　(資本) 0 62,546 54,255 8,291

水道事業会計 　　　　　　　　（収益） 183,000 2,596,964 2,316,836 280,128

　　　　　　　　　　　　　　　(資本) 0 1,250,889 1,163,564 87,325

小　計 183,000 27,459,961 29,777,754 △ 2,317,793

1,605,000 107,554,936 101,998,909 5,556,027

会  計  名

補正後
予算額

前年度
同　期

比  較 伸び率

特
　
別
　
会
　
計

企
　
業
　
会
　
計

15.3

12.1

7.5

△ 7.8

合　計 5.4

△ 3.7

24.9

△ 1.1

△ 57.0

5.4

11.7

△ 44.3

△ 2.3

△ 4.7

2.2

4.3

△ 1.3

△ 3.2

【 各会計別予算 】

(単位：千円、％)

(C)/(B)

17.3


